
これまでの取組状況 当面（今年度中）の取組 予算措置状況 中・長期的（3年程度）取組
期待される効果・
達成すべき目標

金融庁

○　金融機能強化法の震災特例に基づき、12金融機関に対して資
本参加を決定。
・　仙台銀行（300億円）及び筑波銀行（350億円）：平成23年9月14
日決定（同月30日実施）
・　七十七銀行（200億円）：23年12月8日決定（同月28日実施）
・　相双信用組合（160億円）及びいわき信用組合（200億円）：23年
12月28日決定（24年1月18日実施）
・　宮古信用金庫（100億円）、気仙沼信用金庫（150億円）、石巻信
用金庫（180億円）及びあぶくま信用金庫（200億円）：24年2月2日
決定（同月20日実施）
・　那須信用組合（70億円）：24年3月14日決定（同月30日実施）
・　東北銀行（100億円）：24年9月13日決定（同月28日実施）
・　きらやか銀行（300億円）：24年9月13日決定（12月28日実施）
○　金融機能強化法の震災特例に基づく資本参加を実施している
金融機関が被災者の事業や生活の再建、被災地域の経済の活性
化に継続的に貢献していくよう、これらの金融機関の経営強化計
画の履行状況のフォローアップを実施した。

○　震災特例に基づき資本
参加した金融機関について
は、復興に資する方策等が
記載された経営強化計画の
履行状況のフォローアップ
を実施する。

―

○　震災特例に基づき資本
参加した金融機関について
は、復興に資する方策等が
記載された経営強化計画の
履行状況のフォローアップを
実施する。

○　国の資本参加を通じて
金融仲介機能の一層の強
化を図り、金融機関が東日
本大震災の被災者の事業
や生活の再建に向けた円滑
な資金供給を図るとともに、
被災地域の復興・復旧に向
けた支援に積極的かつ継続
的に貢献していく。
（※） 経営強化計画に掲げ
られた施策の実施状況につ
いては、半期毎の経営強化
計画の履行状況報告におい
て、実績計数を含めて報告・
公表する枠組みとなってい
る。

経済産業
省

中小企業
庁

○「仮設施設整備事業」として、中小企業基盤整備
機構が平成２７年度までに、被災６県５２市町村５８
６箇所の仮設施設を整備。平成２８年度には更に３
箇所の施設を整備した。
また、当該整備を行った仮設施設についての有効
活用等（移設、本設化、解体・撤去）に対する助成と
して、平成２７年度までに１６事業の助成を実施。平
成２８年度には１１事業の助成を実施した。

○「仮設施設整備事業」つ
いては、仮設施設整備によ
らざるを得ない案件を対象
に引き続き実施。
また、当該整備を行った仮
設施設についての有効活用
等（移設、本設化、解体・撤
去）に対する助成について
も引き続き実施。

・独立行政法人
中小企業基盤整
備機構運営費交
付金 650百万円
【復興特会】

○「仮設施設整備事業」につ
いては、被災中小企業・小
規模事業者の早期の復旧・
復興が図られるよう被災市
町村のニーズを踏まえ、仮
設施設整備によらざるを得
ない案件を対象にしっかりと
取り組む。また、当該整備を
行った仮設施設についての
有効活用等（移設、本格化、
解体・撤去）に対する助成つ
いては、被災市町村と調整
を図りつつ取り組む。

○仮設施設の整備を実施す
ることにより、被災中小事業
者・小規模事業者の早期の
事業再開を支援するととも
に、当該仮設施設の有効活
用等を図ることにより、早期
の震災からの復旧・復興を
図る。

（ⅰ関連）
中小企業支援につ
いて、地域の産
業・雇用の回復の
観点から、資金繰
り支援、事業用施
設の復旧・設備支
援について、ニー
ズを踏まえつつ十
分な規模を確保す
る。

（ⅲ関連）
金融機能強化法
の活用

各府省の復興施策の取組状況の取りまとめ-公共インフラ以外の復興施策-

復興施策 担当
省庁

（３）地域経済活動の再生

　②中小企業



経済産業
省

○ 資金繰り支援については、平成２３年５月、「東日本大震災復興緊急保
証」、「東日本大震災復興特別貸付」を創設し（平成２３年度第１次補正予算：
５，１００億円、平成２３年度第３次補正予算：６，１９９億円、平成２４年度当初
予算：４９０億円、平成２４年度予備費：２４３億円、平成２５年度当初予算５３０
億円、平成２５年度補正予算３２５億円、平成２６年度当初予算５３億円、平成
２７年度当初予算９３億円）、平成２８年２月末時点で、約１２万、約２兆５千億
円の保証実績、約２９万、約６兆円の貸付実績をあげている。）。○ 資金繰り
支援については、平成２３年５月、「東日本大震災復興緊急保証」、「東日本大
震災復興特別貸付」を創設し（平成２３年度第１次補正予算：５，１００億円、平
成２３年度第３次補正予算：６，１９９億円、平成２４年度当初予算：４９０億円、
平成２４年度予備費：２４３億円、平成２５年度当初予算５３０億円、平成２５年
度補正予算３２５億円、平成２６年度当初予算５３億円、平成２７年度当初予
算９３億円）、平成２８年２月末時点で、約１２万、約２兆５千億円の保証実績、
約２９万、約６兆円の貸付実績をあげている。）。
○中小企業の事業用施設の復旧・設備支援として、津波浸水地域及び福島
県の避難指示区域等を対象に、中小企業等グループが作成した復興事業計
画に基づき、必要な施設等の復旧・整備を行う「中小企業等グループ施設等
復旧整備補助事業」においては、これまで累計６９０グループに対し、国費と
県費合わせて４，９７５億円による支援を実施。
○仮設施設の整備については、平成２３年度補正予算、平成２４年度当初予
算及び平成２５年度当初予算により、累計３５４億円を確保し、中小企業基盤
整備機構が「仮設施設整備事業」を実施。平成２８年３月末日時点で、被災６
県５２市町村から５８６箇所の要望があり、このうち５８６箇所で市町村との施
設整備に関する基本契約を締結済み。基本契約を締結したもののうち、５８６
箇所で着工し、このうち５８６箇所については竣工している。

○ 資金繰り支援については、平成
２８年３月末に期限切れの予定で
あった「東日本大震災復興緊急保
証」、「東日本大震災復興特別貸付」
を平成２８年度においても引き続き
実施。
○事業用施設の復旧・設備支援に
ついては、当初予算（21,000百万円）
を活用し、引き続き「中小企業等グ
ループ施設等復旧整備補助事業」
等による支援を実施し、被災中小企
業の支援を進めていく。
○仮設施設の整備については、原
子力事故の影響により立入制限が
ある場合や、土地の用途制限がある
ため本格復興ができない地域など、
仮設施設整備によらざるを得ない案
件を対象に事業を実施。
また、当該整備を行った仮設施設に
ついての有効利用等（移設、本設
化、解体・撤去）に対する助成を実
施。

○東日本大震災
復興特別貸付等
7,700百万円 【復
興特会】
○中小企業組合
等共同施設等災
害復旧費補助金
21,000百万円【復
興特会】
○独立行政法人
中小企業基盤整
備機構運営費交
付金 832百万円
【復興特会】

○資金繰り支援については、ニーズ
を踏まえ、被災中小企業の早期の復
旧・復興が図られるよう十分な規模
を確保し、しっかりと取り組む。
○事業用施設の復旧・設備支援につ
いても、平成29年度においても引き
続き「中小企業等グループ施設等復
旧整備補助事業」等を継続して行っ
ていくことで被災地域の本格的な復
興を目指す。
○仮設施設の整備については、被災
中小企業・小規模事業者の早期の
復旧・復興が図られるよう被災市町
村のニーズを踏まえ、仮設施設整備
によらざるを得ない案件を対象にしっ
かりと取り組む。また、仮設施設等に
ついての有効活用等（移設、本格
化、解体・撤去）については、被災市
町村と調整を図りつつ取り組む。

震災 直接 接
に被害を受けた事業者等に
対する資金繰り支援策を実
施し、震災からの復旧・復興
を図る。
○「中小企業等グループ施
設等復旧整備補助事業」等
を適正に執行することで、被
災地の中小企業者等の速
やかな事業再開を支援し、
震災による被害の復旧・復
興を図る。
○仮設施設の整備を実施す
ることにより、被災中小事業
者・小規模事業者の早期の
事業再開を支援するととも
に、当該仮設施設の有効活
用等を図ることにより、早期
の震災からの復旧・復興を
図る。

経済産業
省

○ 海外展開の促進については、「中小企業・小規模事業者海外展開戦略支
援事業」（当初予算：25.0億円）において、被災地のみならず、全国的に中小企
業の海外展開を積極的に支援した。具体的には、669社・団体、38回の海外
展示会での出展支援、20社、1回の国内展示会での出展支援、254回の商工
会・商工会議所、地方銀行等が主催する海外展開のためのセミナー・ワーク
ショップなどを開催することや、268人の海外バイヤーを招へい、176社のミッ
ション派遣等を実施。
また、専門家による海外展開に係る相談受付・アドバイスなどのワンストップ
相談支援を行うとともに、87件の海外展開計画策定に必要なF/S調査費用等
の支援を実施。
○技術力強化については、「戦略的基盤技術高度化支援事業」（２３年度３次
補正予算：５０億円）において、特定ものづくり基盤技術（鋳造、切削加工、
めっき等）の高度化に資する研究開発について、継続事業の前倒しを含む１０
７件の事業を支援した。また、「グローバル技術連携・創業支援事業」（２３年
度３次補正予算：４４億円の内数）において、中小企業が連携して取り組む技
術流出防止等のための技術開発とその販路開拓等の取組について、５７件の
事業を支援した。
○経営資源の統合強化については、「事業引継ぎ支援事業」（当初予算：9.4
億円）において、事業引継ぎ等に係る情報提供・助言、専門的なマッチング支
援を行う「事業引継ぎ支援センター」を全国に設置した。
○経営支援策については、中小企業基盤整備機構が被災地等に支援拠点を
設置し、中小企業の相談を受け付ける事業を実施。盛岡、仙台、福島の３セン
ターで、延べ13,570件（平成28年2月末時点）の相談を受ける。また、震災復興
支援アドバイザーにより被災中小企業等が抱える経営課題に対する助言等
の支援をこれまでに14,108件実施。（平成28年2月末時点）（災害復興アドバイ
ス等支援事業：２３年度補正予算１７．４億円）。

○ 海外展開の促進については、
「中小企業小規模事業者海外展開
戦略支援事業」（27年度補正予算：
20.0億円、28年度予算：14.3億円）に
おいて、国内外展示会への出展支
援や海外バイヤーを招へいした商談
会の開催等を行い、被災地のみなら
ず、全国的に中小企業の海外展開
を積極的に支援していく。
○経営資源の統合強化について
は、「事業引継ぎ支援事業」（２８年
度予算：１２．０億円）において、全国
に設置した「事業引継ぎ支援セン
ター」の機能強化等を図り、事業引
継ぎマッチングを更に促進していく。
○経営支援策については、「災害復
興アドバイス等支援事業」を継続し、
引き続き中小企業が抱える課題の
相談・解決を始め、中小企業に対す
る専門家の派遣など、総合的な経営
支援を行う。

○ 中 小 企 業 ・ 小
規模事業者海外
展開戦略支援事
業 2,500 百 万
円【一般会計】
○「事業引継ぎ支
援事業」 1,207百
万 円 （ 中 小 企 業
再生支援協議会
事業5,835百万円
の内数【平成２８
年 度 予 算 一般
会計】

○ 引き続き、被災地ニーズ
を踏まえつつ、経営資源の
統合強化、経営支援・人材
確保・技術力強化策等を講
じていくことで、中小企業の
戦略的経営力の強化を図
る。

○　被災中小企業の復旧・
復興を支援するため、中小
企業が抱える課題の相談・
解決を始め、中小企業に対
する専門家の派遣などの継
続的な経営支援を実施し、
中小企業の経営力向上を目
指す。

（ⅰ関連）
被災中小企業支

援事業

（ⅱ関連）
中小企業経営支

援事業
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